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議案第 49 号 

 

堺市市税条例及び堺市手数料条例の一部 

を改正する条例 

 

 （堺市市税条例の一部改正） 

第１条 堺市市税条例（昭和４１年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第１８条第１項ただし書中「所得税法第２条第１項第３３号の４に規定する源泉控除

対象配偶者」を「所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が９００万円以下であるも

のに限る。）の法第３１４条の２第１項第１０号の２に規定する自己と生計を一にする

配偶者（前年の合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）で法第２９２条第１

項第８号の控除対象配偶者に該当しないもの」に改める。 

第３３条第１項中「令和３年法律第７号。以下「令和３年改正法」という。」を「令

和４年法律第１号」に、「令和３年新法」を「令和４年新法」に改め、同条第２項及び

第３項中「令和３年新法」を「令和４年新法」に改める。 

附則第３条の２第１項中「令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで」を「令和

４年４月１日から令和６年３月３１日まで」に、「令和３年新法」を「令和４年新法」

に改め、同条第２項中「令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで」を「令和４年

４月１日から令和６年３月３１日まで」に、「令和３年新法」を「令和４年新法」に、

「４分の３」を「５分の４」に改め、同条第３項中「令和３年新法附則第１５条第１６

項本文」を「令和４年新法附則第１５条第１５項本文」に改め、同条第４項中「令和４

年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に、「令和３年新法附則第１５条第２７項第

１号イ」を「令和４年新法附則第１５条第２６項第１号イ」に改め、同条第５項中「令

和４年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に、「令和３年新法附則第１５条第２７

項第２号イ」を「令和４年新法附則第１５条第２６項第２号イ」に改め、同条第６項中

「令和４年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に、「令和３年新法附則第１５条第

２７項第３号イ」を「令和４年新法附則第１５条第２６項第３号イ」に改め、同条第７

項中「令和３年新法附則第１５条第３０項」を「令和４年新法附則第１５条第２９項」

に改め、同条第８項中「令和３年新法附則第１５条第３４項」を「令和４年新法附則第

１５条第３３項」に改め、同条第９項中「令和３年新法附則第１５条第３５項」を「令

和４年新法附則第１５条第３４項」に改め、同条第１０項中「令和３年新法」を「令和
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４年新法」に改める。 

附則第３条の２の２中「令和３年新法」を「令和４年新法」に改める。 

附則第３条の５の見出し中「熱損失防止改修住宅」を「熱損失防止改修等住宅等」に

改め、同条中「熱損失防止改修住宅」を「熱損失防止改修等住宅」に、「熱損失防止改

修専有部分」を「熱損失防止改修等専有部分」に、「熱損失防止改修工事」を「熱損失

防止改修工事等」に改める。 

附則第３条の５の２の見出し中「特定熱損失防止改修住宅等」を「特定熱損失防止改

修等住宅等」に改め、同条中「特定熱損失防止改修住宅」を「特定熱損失防止改修等住

宅」に、「特定熱損失防止改修住宅専有部分」を「特定熱損失防止改修等住宅専有部

分」に、「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改める。 

附則第５条の２中「令和３年改正法」を「地方税法等の一部を改正する法律（令和３

年法律第７号。以下「令和３年改正法」という。）」に改める。 

 （堺市手数料条例の一部改正） 

第２条 堺市手数料条例（平成１２年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

  第１１条中「第１３条」を「以下この条及び第１３条」に、「証明に」を「証明書の

交付（法第３８２条の４に規定する当該証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの

交付を含む。）に」に改め、同条に次のただし書を加える。 

ただし、道路運送車両法第９７条の２に規定する証明書の交付については、この限

りでない。 

  第１３条第２号中「固定資産課税台帳」の次に「（同項ただし書の規定による措置を

講じたものを含む。）」を、「閲覧」の次に「（法第３８２条の４に規定する当該固定資産

課税台帳に住所に代わる事項の記載をしたものの閲覧を含む。）」を加え、同条第３号中

「証明書」の次に「（同条ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）の」を、

「交付」の次に「（法第３８２条の４に規定する当該証明書に住所に代わる事項の記載

をしたものの交付を含む。）に係る」を加える。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

(1) 第１条中第１８条の改正規定 令和６年１月１日 
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(2) 第２条中第１１条の改正規定（同条にただし書を加える部分を除く。）並びに第１

３条第２号の改正規定（「閲覧」の次に「（法第３８２条の４に規定する当該固定資産

課税台帳に住所に代わる事項の記載をしたものの閲覧を含む。）」を加える部分に限

る。）及び同条第３号の改正規定（「交付」の次に「（法第３８２条の４に規定する当

該証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交付を含む。）に係る」を加える部

分に限る。） 令和６年４月１日 

（個人の市民税に関する経過措置） 

２ 前項第１号に掲げる規定による改正後の堺市市税条例の規定中個人の市民税に関する

部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和５年度分までの

個人の市民税については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

３ 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の堺市市税条例の規定中固

定資産税に関する部分は、令和４年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和３

年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

４ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された地方税法等の一部を

改正する法律（令和４年法律第１号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）附則第１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産

税については、なお従前の例による。 
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（議案第 49 号説明資料） 

 

堺市市税条例及び堺市手数料条例の一部 

改正について 

 

１ 改正の趣旨 

 地方税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）の施行に伴い、次の条例につ

いて所要の改正等を行うものであること。 

(1) 堺市市税条例（昭和４１年条例第３号） 

ア 個人の市民税について、公的年金等受給者の申告義務に係る規定の整備を行うも

の 

イ 固定資産税等について、課税標準の特例による減額措置の適用期限の延長等に伴

う所要の改正を行うもの 

ウ 固定資産税について、省エネ改修を行った住宅に係る減額措置の見直しに伴う所

要の改正を行うもの 

エ その他規定の整備を行うもの 

(2) 堺市手数料条例（平成１２年条例第１１号） 

ア 固定資産課税台帳に記載されている事項に関する証明書の交付等について、一定

の措置を講じたものの交付等を含むことを明確化するもの 

イ 納税証明書等の交付等について、住所に代わる事項の記載をしたものの交付等を

含むことを明確化するもの 

ウ 規定の整備を行うもの 

 

２ 施行期日 

公布の日から施行するものであること。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行するものであること。 

(1) １(1)アに係る改正規定 令和６年１月１日 

(2) １(2)イに係る改正規定  令和６年４月１日 
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議案第 50 号 

 

堺市工場立地法第４条の２第１項の規定に基づく 

準則を定める条例の一部を改正する条例 

 

堺市工場立地法第４条の２第１項の規定に基づく準則を定める条例（平成１８年条例第

４０号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

堺市工場立地法第４条の２第１項及び国家戦略特別区域法第２０条の２第１項の規

定に基づく準則を定める条例 

第１条中「「法」を「「立地法」に、「、法」を「、立地法」に、「市準則」を「立地

法市準則」という。）及び国家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号。以下「特区

法」という。）第２０条の２第１項の規定に基づき、既存準則に代えて適用すべき準則

（以下「特区法市準則」に改める。 

第２条中「法」を「立地法及び特区法」に改める。 

第３条の見出し中「対象区域」を「立地法市準則に係る対象区域」に改め、同条第１項

中「法第４条の２第１項」を「立地法第４条の２第１項」に、「範囲及び」を「範囲並び

に」に改め、「区分ごとの」の次に「緑地及び環境施設のそれぞれの面積の敷地面積に対

する」を加え、同条第２項中「製造業等に係る工場又は事業場（以下「特定工場」とい

う。）」を「特定工場」に改め、「この条例の規定」の次に「（立地法市準則に係る部分

に限る。）」を加える。 

第４条第１項中「法市準則」を「立地法市準則及び特区法市準則」に改め、同条第２項

中「法」を「立地法」に改め、同条を第５条とし、第３条の次に次の１条を加える。 

（特区法市準則に係る緑地及び環境施設の面積率） 

第４条 特区法第２０条の２第１項の規定により事業実施区域において既存準則に代えて

適用すべき緑地及び環境施設のそれぞれの面積の敷地面積に対する割合は、次の表のと

おりとする。 

区分 
緑地の面積の敷地面積に

対する割合 

環境施設の面積の敷地面

積に対する割合 

第１種区域における特例既存工 １００分の１０以上 １００分の１０以上 
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場   

第２種区域における特例既存工

場 

１００分の５以上 １００分の５以上 

第１種区域又は第２種区域以外

の区域における特例既存工場 

１００分の１５以上 １００分の１５以上 

備考 この表において「特例既存工場」とは、昭和４９年６月２８日に設置されている

特定工場又は設置のための工事が行われている特定工場（同日に設置されている工

場又は設置のための工事が行われている工場であって、同日後に新たに特定工場に

該当することとなったものを含む。以下「既存工場」という。）のうち、前条第１

項（同項の規定が適用されない既存工場にあっては、工場立地に関する準則（平成

１０年大蔵省、厚生省、農林水産省、通商産業省、運輸省告示第１号。以下「法準

則」という。）第２条、第３条、第５条又は第６条）に定める緑地及び環境施設の

それぞれの面積の敷地面積に対する割合を満たさないものをいう。 

２ 特例既存工場（前項の表の備考に規定する特例既存工場をいう。以下同じ。）が同表

に規定する区分のうち２以上の区分に該当する場合における同項の規定の適用について

は、当該特例既存工場の敷地のうちそれぞれの区分に該当する部分の当該敷地に占める

面積の割合が最も高い部分の区分に係る規定を、当該特例既存工場について適用する。 

附則第２項の見出しを削り、同項中「昭和４９年６月２８日に設置されている特定工場

又は設置のための工事が行われている特定工場（以下「既存工場」という。）」を「既存

工場（第３条第１項の規定の適用を受けるものに限る。）」に、「第３条」を「同項」

に、「緑地及び環境施設」を「緑地等」に、「附則別表」を「附則別表第１」に改め、同

項を附則第３項とし、附則第１項の次に次の１項を加える。 

（適用除外） 

２ 工場立地法第６条第１項、第７条第１項又は第８条第１項の規定による届出があった

特例既存工場のうち、当該届出に関して、同法第４条第１項の規定により公表された準

則の規定（緑地等のそれぞれの面積の敷地面積に対する割合に関するものに限る。）又

は当該準則に代わるものとして同法第４条の２の規定に基づき定めるこの条例の規定に

適合すると市長が認めたことがある特例既存工場については、第４条の規定は、適用し

ない。 

附則第３項の前に見出しとして「（経過措置）」を付し、同項の次に次の１項を加え

る。 
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４ 特例既存工場において、生産施設の面積の変更が行われるときは、第４条第１項の規

定に適合する緑地等の面積の算定は、附則別表第２に規定する算式により行うものとす

る。 

附則別表第１項中「工場立地に関する準則（平成１０年大蔵省、厚生省、農林水産省、

通商産業省、運輸省告示第１号。以下「法準則」という。）」を「法準則」に改め、同表

を附則別表第１とし、同表の次に次の１表を加える。 

（次の１表 別記） 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年７月１日から施行する。 

 （堺市緑の保全と創出に関する条例の一部改正） 

２ 堺市緑の保全と創出に関する条例（平成２２年条例第２７号）の一部を次のように改

正する。 

  第３１条中「規定は」の次に「、工場立地法（昭和３４年法律第２４号）第６条第１

項本文に規定する特定工場の設置に係る行為」を加え、「、堺市工場立地法第４条の２

第１項の規定に基づく準則を定める条例（平成１８年条例第４０号）第３条第２項に規

定する特定工場の設置に係る行為」を削る。 
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附則別表第２ 

１ 特例既存工場が、法準則別表第１の上欄に掲げる一の業種に属する場合 

区分 
当該生産施設の面積の変更に伴い

設置する緑地の面積 

当該生産施設の面積の変更に伴い

設置する環境施設の面積 

第１種区

域におけ

る特例既

存工場 

Ｇ≧（Ｐ／γ）（０．１－（Ｇ０

／Ｓ）） 

ただし、（Ｐ／γ）（０．１－

（Ｇ０／Ｓ））＞０．１Ｓ－Ｇ１＞

０のときはＧ≧０．１Ｓ－Ｇ１と

し、０．１Ｓ－Ｇ１≦０のときは

Ｇ≧０とする。 

Ｅ≧（Ｐ／γ）（０．１－（Ｅ０

／Ｓ）） 

ただし、（Ｐ／γ）（０．１－

（Ｅ０／Ｓ））＞０．１Ｓ－Ｅ１＞

０のときはＥ≧０．１Ｓ－Ｅ１と

し、０．１Ｓ－Ｅ１≦０のときは

Ｅ≧０とする。 

第２種区

域におけ

る特例既

存工場 

Ｇ≧（Ｐ／γ）（０．０５－（Ｇ

０／Ｓ）） 

ただし、（Ｐ／γ）（０．０５－

（Ｇ０／Ｓ））＞０．０５Ｓ－Ｇ１

＞０のときはＧ≧０．０５Ｓ－Ｇ

１とし、０．０５Ｓ－Ｇ１≦０のと

きはＧ≧０とする。 

Ｅ≧（Ｐ／γ）（０．０５－（Ｅ

０／Ｓ）） 

ただし、（Ｐ／γ）（０．０５－

（Ｅ０／Ｓ））＞０．０５Ｓ－Ｅ１

＞０のときはＥ≧０．０５Ｓ－Ｅ

１とし、０．０５Ｓ－Ｅ１≦０のと

きはＥ≧０とする。 

第１種区

域又は第

２種区域

以外の区

域におけ

る特例既

存工場 

Ｇ≧（Ｐ／γ）（０．１５－（Ｇ

０／Ｓ）） 

ただし、（Ｐ／γ）（０．１５－

（Ｇ０／Ｓ））＞０．１５Ｓ－Ｇ１

＞０のときはＧ≧０．１５Ｓ－Ｇ

１とし、０．１５Ｓ－Ｇ１≦０のと

きはＧ≧０とする。 

Ｅ≧（Ｐ／γ）（０．１５－（Ｅ

０／Ｓ）） 

ただし、（Ｐ／γ）（０．１５－

（Ｅ０／Ｓ））＞０．１５Ｓ－Ｅ１

＞０のときはＥ≧０．１５Ｓ－Ｅ

１とし、０．１５Ｓ－Ｅ１≦０のと

きはＥ≧０とする。 

 ２ 特例既存工場が、法準則別表第１の上欄に掲げる２以上の業種に属する場合 

区分 
当該生産施設の面積の変更に伴い

設置する緑地の面積 

当該生産施設の面積の変更に伴い

設置する環境施設の面積 
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第１種区

域におけ

る特例既

存工場 

Ｇ≧ （Ｐｊ／γｊ）（０．１－

（Ｇ０／Ｓ）） 

ただし、 （Ｐｊ／γｊ）（０．１

－（Ｇ０／Ｓ））＞０．１Ｓ－Ｇ１

＞０のときはＧ≧０．１Ｓ－Ｇ１

とし、０．１Ｓ－Ｇ１≦０のとき

はＧ≧０とする。 

Ｅ≧ （Ｐｊ／γｊ）（０．１－

（Ｅ０／Ｓ）） 

ただし、 （Ｐｊ／γｊ）（０．１

－（Ｅ０／Ｓ））＞０．１Ｓ－Ｅ１

＞０のときはＥ≧０．１Ｓ－Ｅ１

とし、０．１Ｓ－Ｅ１≦０のとき

はＥ≧０とする。 

第２種区

域におけ

る特例既

存工場 

Ｇ≧ （Ｐｊ／γｊ）（０．０５－

（Ｇ０／Ｓ）） 

ただし、 （Ｐｊ／γｊ）（０．０

５－（Ｇ０／Ｓ））＞０．０５Ｓ

－Ｇ１＞０のときはＧ≧０．０５

Ｓ－Ｇ１とし、０．０５Ｓ－Ｇ１≦

０のときはＧ≧０とする。 

Ｅ≧ （Ｐｊ／γｊ）（０．０５－

（Ｅ０／Ｓ）） 

ただし、 （Ｐｊ／γｊ）（０．０

５－（Ｅ０／Ｓ））＞０．０５Ｓ

－Ｅ１＞０のときはＥ≧０．０５

Ｓ－Ｅ１とし、０．０５Ｓ－Ｅ１≦

０のときはＥ≧０とする。 

第１種区

域又は第

２種区域

以外の区

域におけ

る特例既

存工場 

Ｇ≧ （Ｐｊ／γｊ）（０．１５－

（Ｇ０／Ｓ）） 

ただし、 （Ｐｊ／γｊ）（０．１

５－（Ｇ０／Ｓ））＞０．１５Ｓ

－Ｇ１＞０のときはＧ≧０．１５

Ｓ－Ｇ１とし、０．１５Ｓ－Ｇ１≦

０のときはＧ≧０とする。 

Ｅ≧ （Ｐｊ／γｊ）（０．１５－

（Ｅ０／Ｓ）） 

ただし、 （Ｐｊ／γｊ）（０．１

５－（Ｅ０／Ｓ））＞０．１５Ｓ

－Ｅ１＞０のときはＥ≧０．１５

Ｓ－Ｅ１とし、０．１５Ｓ－Ｅ１≦

０のときはＥ≧０とする。 

３ 附則別表第１第３項の規定は、前２項の表に規定する算式について準用する。この

場合において、附則別表第１第３項中「既存工場」とあるのは、「特例既存工場」と

読み替えるものとする。 
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（議案第 50 号説明資料） 

 

堺市工場立地法第４条の２第１項の規定に基づく 

準則を定める条例の一部改正について 

 

１ 改正の趣旨 

  国家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号。以下「特区法」という。）の一部

改正を踏まえ、本市の区域内に所在する工場立地法（昭和３４年法律第２４号）等に定

める緑地及び環境施設の面積率に係る特例既存工場について、当該面積率を緩和するこ

とにより、工場の建替え等の企業投資を促進し、雇用及び事業機会の拡大並びに税源涵

養を図るため、特区法第２０条の２第１項の規定に基づく準則を定めることとし、所要

の改正を行うものであること。 

 

２ 施行期日 

  令和４年７月１日から施行するものであること。 
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議案第 51 号 

 

堺市都市計画法に基づく市街化調整区域内に 

おける開発行為等の許可に関する条例の一部 

を改正する条例 

 

堺市都市計画法に基づく市街化調整区域内における開発行為等の許可に関する条例（平

成１４年条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第３条ただし書中「第８条第１項第２号ロからニまでに掲げる土地の」を「第２９条の

９第１号から第６号までに掲げる区域及び同条第７号に掲げる」に、「ものを」を「区域

を」に改める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１

項、第３５条の２第１項又は第４３条第１項の規定による許可の申請がなされている場

合の当該申請に係る許可の基準については、この条例による改正後の第３条の規定にか

かわらず、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

− 13 −



（議案第 51 号説明資料） 

 

堺市都市計画法に基づく市街化調整区域内に 

おける開発行為等の許可に関する条例の一部 

改正について 

 

１ 改正の趣旨 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）及び都市計画法施行

令（昭和４４年政令第１５８号）の一部改正に伴い、市街化調整区域に係る法第３４条

第１２号の規定により条例で定める開発許可の基準について見直しを行うこととし、所

要の改正を行うものであること。 

 

２ 施行期日 

令和４年７月１日から施行するものであること。 
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議案第 52 号 

 

堺市消防団員等公務災害補償条例の 

      一部を改正する条例 

 

堺市消防団員等公務災害補償条例（平成２０年条例第３４号）の一部を次のように改正

する。 

第３条第２項ただし書を削る。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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（議案第 52 号説明資料） 

 

堺市消防団員等公務災害補償条例の 

      一部改正について 

 

１ 改正の趣旨 

  消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律（昭和３１年法律第１０７号）の

一部改正に伴う規定の整備を行うものであること。 

 

２ 施行期日 

  公布の日から施行するものであること。 
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議案第 53 号 

 

堺市附属機関の設置等に関する条例の 

一部を改正する条例 

 

堺市附属機関の設置等に関する条例（平成２５年条例第４号）の一部を次のように改正

する。 

別表の第３項の表に次のように加える。 

堺市上下水道

局未利用資産

活用事業者選

定委員会 

上下水道局の所管する未利用

資産の活用事業に係る契約の

締結に当たり、当該事業ごと

に行う事業を実施する者の選

定についての審議及び審査に

関する事務 

事業ごとに１０

人以内 

委嘱され、又

は任命された

日から事業を

実施する者が

選定される日

まで 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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（議案第 53 号説明資料） 

 

堺市附属機関の設置等に関する条例の 

一部改正について 

 

１ 改正の趣旨 

  上下水道局の所管する未利用資産の活用事業について、当該活用事業を行う者の選定

に係る審議及び審査に関する事務を行うため、堺市上下水道局未利用資産活用事業者選

定委員会を設置することとし、所要の改正を行うものであること。 

 

２ 施行期日 

  公布の日から施行するものであること。 
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議案第 54 号 

 

工事請負契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結する。 

 

1  契約の目的        協和町西団地15号館建替住宅建設工事 

 

2  工 事 概 要        住宅建設工事 

住棟新築 鉄筋コンクリート造地上9階建 延べ面積3,570.48㎡ 

ゴミ置き場新築 鉄筋コンクリート造平屋建 延べ面積27.87㎡ 

バイク置き場新築 アルミニウム合金造平屋建 2棟 延べ面積24.42㎡ 

駐輪場新築 アルミニウム合金造平屋建 3棟 延べ面積61.96㎡ 

屋外附帯 

昇降機設備工事 

 

3  契約の相手方        大阪府堺市堺区永代町5丁1番10号 

          株式会社木綿麻建設 

          代表取締役 中東 栄 

 

4  契 約 金 額        816,750,000円  

          うち取引に係る消費税額等74,250,000円 

           

5  仮契約の日        令和4年4月25日 
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（議案第 54 号説明資料） 

 

工事請負契約の締結について 

 

1  契約の締結方法           総合評価一般競争入札 

             （地方自治法施行令第167条の10の2第2項による） 

              

2  工 事 期 間           議会の議決を経た翌日から 

             令和6年1月31日まで 

 

3  入 札 執 行 日 時           令和4年3月30日 午後1時00分 

 

4  入札参加者及び経過           下記のとおり 

 

経  過      

参 加 者      

技術 

評価点 

第１回入札金額 

（単位 円） 
評価値 備  考 

株 式 会 社 木 綿 麻 建 設 105 742,500,000 14.141 
落札（低入札価格調査

の結果） 

堺 土 建 株 式 会 社 110 858,000,000 12.82  

日 野 ・ 南 街 

建 設 工 事 共 同 企 業 体 
108.7 850,000,000 12.788  

     

     

（備考）予定価格 832,333,000円、調査基準価格766,440,000円 

上記金額は入札書記載金額であり、当該金額の 10％に相当する額（消費税額等）を加算した金額

が契約金額になる。 
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議案第 55 号 

 

工事請負契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結する。 

 

1  契約の目的        東三国丘小学校校舎改築工事 

 

2  工 事 概 要        校舎棟改築 鉄筋コンクリート造地上5階建 延べ面積5,855.38㎡ 

          渡り廊下棟新築 鉄骨造地上3階建 延べ面積25.02㎡ 

          既設改修           

屋外附帯 

昇降機設備工事 

 

3  契約の相手方        大阪府堺市堺区海山町2丁123番地 

株式会社隆栄建設 

代表取締役 嘉陽 利明 

 

4  契 約 金 額        1,273,800,000円 

          うち取引に係る消費税額等 115,800,000円 

 

5  仮契約の日        令和4年4月25日 
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（議案第 55 号説明資料） 

 

工事請負契約の締結について 

 

1  契約の締結方法           総合評価一般競争入札 

              

2  工 事 期 間           議会の議決を経た翌日から 

             令和6年3月15日まで 

 

3  入 札 執 行 日 時           令和4年3月30日 午前11時30分 

 

4  入札参加者及び経過           下記のとおり 

 

経  過      

参 加 者      

技術 

評価点 

第 1回入札金額 

（単位 円） 
評価値 備  考 

株 式 会 社 隆 栄 建 設 110 1,158,000,000 9.499 
落札（低入札価

格調査の結果） 

堺土建・藤木組建設工事共同企業体 112 1,190,000,000 9.411  

株 式 会 社 木 綿 麻 建 設 107 1,224,000,000 8.741  

大森・河村建設工事共同企業体 111.6 1,278,000,000 8.732  

（備考）予定価格 1,289,084,000円、調査基準価格 1,192,123,000円 

上記金額は入札書記載金額であり、当該金額の10％に相当する額（消費税額等）を加算した 

金額が契約金額になる。 
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東三国丘小学校校舎改築工事  No.1 

 

工事場所：東三国丘小学校  

堺市北区東三国ヶ丘町２丁２番１号  

付近配置図 
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・屋外附帯  

・校舎棟改築  

・昇降機設備工事  

・既設改修  ・渡り廊下棟新築  

東三国丘小学校校舎改築工事  No.2 配置図 
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議案第 56 号 

 

土地の売払いについて 

 

次のとおり土地の売払いを行うものとする。 

 

1  土地の表示 

所在地 地目 地積（㎡） 

堺市中区深井中町 327番 13、23及び 27 

並びに 493番 1、19、23及び 40 
宅地 13,284.15 

 

2  売払いの相手方 

  大阪市住吉区長居東 4丁目 11番 4号 

  日経ホーム株式会社 

  代表取締役 濱﨑 武蔵 

 

3  処分金額 

  金 2,235,510,000円 
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（議案第 56 号説明資料） 

 

土地の売払いについて 

 

市営深井中町住宅跡地について、良好な住環境の形成、脱炭素型都市の実現と防災力向

上の都市形成に寄与するための売買条件等を定めた条件付一般競争入札を実施し、落札し

た相手方に当該土地の売払いを行うものである。 
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売払い物件位置図 
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議案第 57 号 

 

物品の買入れについて 

 

 次のとおり、はしご付消防自動車（40ｍ級）1台の買入れを行うものとする。 

 

1  購 入 先  兵庫県三田市テクノパーク 2番地の 3 

          株式会社モリタ 関西支店 

          支店長 土居 典生 

 

2  購 入 金 額  190,190,000円 

          うち取引に係る消費税額等 17,290,000円 

 

3  仮契約の日  令和 4年 4月 7日 
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（議案第 57 号説明資料） 

 

物品の買入れについて 

 

1  契約の締結方法  一般競争入札（地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続 

の特例を定める政令の規定の適用を受ける案件） 

 

2  納 入 期 間  議会の議決を経た翌日から 

            令和 5年 3月 20日まで 

 

3  入 札 執 行 日 時  令和 4年 3月 31日  午後 1時 00分 

            

4  入札参加者及び経過  下記のとおり 

                                  （単位 円） 

経 過 

参 加 者 
第 1回 備  考 

株 式 会 社 モ リ タ 関 西 支 店 172,900,000 落札 

日本機械工業株式会社大阪営業所 190,000,000  

株式会社モリタテクノス西日本営業部 210,000,000  

  上記金額は入札書記載金額で、当該金額に 10％相当する額（消費税額等）を加算した

金額が契約金額である。 
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議案第 58 号 

 

物品の買入れについて 

 

 次のとおり、はしご水槽付消防ポンプ自動車（15ｍ級）1 台の買入れを行うものとする。 

 

1  購 入 先  兵庫県三田市テクノパーク 2番地の 3 

株式会社モリタ 関西支店 

           支店長 土居 典生 

 

2  購 入 金 額  99,715,000円 

           うち取引に係る消費税額等 9,065,000円 

 

3  仮 契 約 の 日  令和 4年 4月 7日 
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（議案第 58 号説明資料） 

 

物品の買入れについて 

 

1  契約の締結方法  一般競争入札（地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続 

の特例を定める政令の規定の適用を受ける案件） 

 

2  納 入 期 間  議会の議決を経た翌日から 

            令和 5年 3月 20日まで 

 

3  入 札 執 行 日 時  令和 4年 3月 31日  午後 1時 15分 

           

4  入札参加者及び経過  下記のとおり 

                                  （単位 円） 

経 過 

参 加 者 
第 1回 備  考 

株式会社モリタ関西支店 90,650,000 落札 

日本機械工業株式会社大阪営業所 120,000,000  

上記金額は入札書記載金額で、当該金額に 10％相当する額（消費税額等）を加算した

金額が契約金額である。 
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議案第 59 号 

 

市道路線の認定及び廃止について 

 

市道路線を別紙調書のとおり認定し、及び廃止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［根 拠］ 

  道路法第 8条第 2項及び第 10条第 3項の規定に基づき議会の議決を得る必要があるた

め。 
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報告第 3 号 

 

堺市市税条例の一部を改正する条例の 

専決処分の報告について 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、これを報告

し、その承認を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［根 拠］ 

  地方自治法第１７９条第３項の規定に基づき議会の承認を得る必要があるため。 
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専決第 15 号 

 

堺市市税条例の一部を改正する条例の専決について 

 

堺市市税条例の一部を改正する条例について、次のとおり専決処分する。 

 

令和４年３月３１日 

 

 

堺市長 永 藤 英 機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［専決する理由］ 

  市長において、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らか

であると認めるので、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき専決処分をする必要

があるため。 
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堺市市税条例の一部を改正する条例 

 

 堺市市税条例（昭和４１年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第２８条第２項中「第３２１条の８第６０項」を「第３２１条の８第６２項」に、「第

７７項」を「第７９項」に改める。 

附則第５条第１項中「１００分の５」の次に「（商業地等に係る令和４年度分の固定資

産税にあっては、１００分の２．５）」を加える。 

附則第８条第１項中「１００分の５」の次に「（商業地等に係る令和４年度分の都市計

画税にあっては、１００分の２．５）」を加える。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （法人の市民税に関する経過措置） 

２ この条例による改正後の堺市市税条例（以下「新条例」という。）第２８条第２項の

規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に開始する事業年度分の

法人の市民税について適用し、施行日前に開始した事業年度分の法人の市民税について

は、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

３ 新条例附則第５条第１項の規定は、令和４年度以後の年度分の固定資産税について適

用し、令和３年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

４ 新条例附則第８条第１項の規定は、令和４年度以後の年度分の都市計画税について適

用し、令和３年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 
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（専決第 15 号説明資料） 

 

堺市市税条例の一部改正について 

 

１ 改正の趣旨 

地方税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号。以下「改正法」という。）

の施行に伴う所要の改正を行うものであること。 

(1) 土地に係る固定資産税及び都市計画税の負担調整措置について、負担水準が６０％

未満の商業地等に係る課税標準額の上昇幅を、現行制度において評価額の５％として

いるところ、令和４年度限りの措置として、２．５％とするもの 

(2) 改正法の施行に伴う規定の整備を行うもの 

 

２ 施行期日 

令和４年４月１日から施行するものであること。 
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報告第 4 号 

 

地方自治法第 180条の規定による市長専決処分の 

報告について 

 

地方自治法第 180条第 1項の規定により、議会において指定された事項について、次のとお

り専決処分したので報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［根  拠］ 

    地方自治法第 180条第 2項の規定に基づき議会に報告する必要があるため。 
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— 58 — 

  

１ 市長の専決事項の指定第１項による専決処分 
 

(危機管理室) 

専決 専 決 損害賠償 相 手 方 
事件の概要 

番号 年月日 の額(円) 住所又は所在地 氏名又は名称 

10 4.3.14 48,618 
神戸市灘区＊＊

＊＊＊＊＊＊ 
＊＊＊＊＊＊＊ 

令和 3年 7月 30日（金）

午前 11時 45分ごろ、堺市

西区上野芝町 4丁 10-1地

先において、危機管理課職

員の運転する本市車両が、

府道堺狭山線を進行中、赤

信号で停止中の相手方車

両に追突し、相手方を負傷

させるとともに、相手方車

両に積載していた工具箱

等を破損させたもの。 

 

(環境事業部) 

専決 専 決 損害賠償 相 手 方 
事件の概要 

番号 年月日 の額(円) 住所又は所在地 氏名又は名称 

16 4.4.18 182,600 
堺市南区＊＊＊

＊＊＊＊＊＊ 
＊＊＊＊＊＊＊ 

令和 4年 2月 15日（火）

午前 10時 5分ごろ、堺市

南区＊＊＊＊＊＊＊＊に

おいて、環境事業所の職員

が、粗大ごみ収集車両を後

退させた際、相手方門扉前

の土間の縁石を擦り、土間

タイルと縁石を損傷させ

たもの。 

 

(建築部) 

専決 専 決 損害賠償 相 手 方 
事件の概要 

番号 年月日 の額(円) 住所又は所在地 氏名又は名称 

11 4.3.14 378,400 
和泉市＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊ 
＊＊＊＊＊＊＊ 

令和3年12月15日（水）

午後 3時 10分ごろ、堺市

北区百舌鳥陵南町 1 丁

58-10先路上において、建

築課職員の運転する本市

車両が、府道堺狭山線を進

行中、停止中の相手方車両

に追突し、相手方車両を損

傷させたもの。 
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(土木部) 

専決 専 決 損害賠償 相 手 方 
事件の概要 

番号 年月日 の額(円) 住所又は所在地 氏名又は名称 

12 4.3.15 870,721 
堺市堺区＊＊＊

＊＊＊＊＊＊ 
＊＊＊＊＊＊＊ 

令和 3年 5月 24日（月）

午前 11時 25分ごろ、堺市

北区黒土町 2258-5 地先 

において、北部地域整備事

務所職員の運転する本市

車両が右折した際、横断歩

道を歩行中の相手方に接

触し、負傷させたもの。 

20 4.4.27 300,000 
堺市中区＊＊＊

＊＊＊＊＊＊ 
＊＊＊＊＊＊＊ 

令和3年12月12日(日)

午前 10時 30分ごろ、堺市

堺区大浜北町4丁2地先に

おいて、相手方車両が府道

堺港線を走行中、路面の隆

起による段差でハンドル

をとられ、ガードレールに

接触して、右側オーバーフ

ェンダーなどを損傷した

もの。 

21 4.4.28 40,625 
堺市美原区＊＊

＊＊＊＊＊＊ 
＊＊＊＊＊＊＊ 

令和 4年 1月 12日(水)

午前 6時 40分ごろ、堺市

美原区菅生 1096地先にお

いて、相手方バイクが左折

し市道菅生 22号線に進入

したところ、路上に倒れた

看板に乗り上げ転倒し、負

傷及びバイクを損傷した

もの。 

 

(サイクルシティ推進部) 

専決 専 決 損害賠償 相 手 方 
事件の概要 

番号 年月日 の額(円) 住所又は所在地 氏名又は名称 

13 4.3.15 276,509 
堺市北区＊＊＊

＊＊＊＊＊＊ 
＊＊＊＊＊＊＊ 

令和 3年 12月 9日（木）

午前 9時 40分ごろ、堺市

北区南花田町 1687-2にお

いて、自転車企画推進課職

員が降車した際、運転席ド

アが相手方車両に接触し、

損傷させたもの。 
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(北区役所) 

専決 専 決 損害賠償 相 手 方 
事件の概要 

番号 年月日 の額(円) 住所又は所在地 氏名又は名称 

19 4.4.25 14,029 
堺市北区＊＊＊

＊＊＊＊＊＊ 
＊＊＊＊＊＊＊ 

令和 4年 2月 28日（月）

午前 11時 50分ごろ、堺市

北区黒土町 2266-2地先に

おいて、北区自治推進課の

職員が運転する本市車両

が走行中、左前方を走行中

に単独で転倒した相手方

自転車に接触し、損傷させ

たもの。 

 

(消防局総務部) 

専決 専 決 損害賠償 相 手 方 
事件の概要 

番号 年月日 の額(円) 住所又は所在地 氏名又は名称 

17 4.4.18 38,672 
東大阪市東鴻池

町 4 丁目 3-40 

大信運輸倉庫 

株 式 会 社 

代 表 取 締 役 

須 原 敬 三 

令和 4年 2月 12日(土) 

午前 7時 10分ごろ、堺市

美原区木材通4丁目14-33

において、南消防署茶山台

出張所の職員が消火活動

により減水した敷地内の

防火水槽に消防用ホース

による給水作業を実施し

たところ、ホース先端が跳

ね上がり、倉庫内の荷物数

点が水損したもの。 

 

(消防局警防部) 

専決 専 決 損害賠償 相 手 方 
事件の概要 

番号 年月日 の額(円) 住所又は所在地 氏名又は名称 

18 4.4.22 121,000 
大東市谷川 2 丁

目 10-50 

医 療 法 人 

徳 洲 会 

野崎徳洲病院 

理 事 長 

安富祖  久明 

令和 4年 2月 26日(土)

午後 7時 15分ごろ、大東

市谷川2丁目10-50におい

て、堺消防署旭ヶ丘出張所

の職員が高規格救急自動

車を地下駐車場に進入さ

せた際に、駐車場内上方に

ある防煙ガラスと高規格

救急自動車のアンテナを

接触させ、当該防煙ガラス

を損傷させたもの。 

 

 
 



 



２ 市長の専決事項の指定第５項 

（住宅部） 

専決 

番号 

専 決 

年月日 
契約の目的 

契約の相手方 
契約金額 

住 所 氏 名 

14 4.3.18   

大仙西町団地

5 棟ほか 9 棟

解体ほか工事 

堺市中区東

山 56番地 1 

日英建設株式会社 

代 表 取 締 役 

畠 山 英 己 

変更前 

729,907,200円 

(消費税額等 

66,355,200円) 

変更後 

786,831,100円 

(消費税額等 

71,530,100円) 
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による専決処分 

 

変更額（増） 変更する内容 変更理由 

56,923,900円 

(消費税額等 

5,174,900円) 

 

外壁アスベスト除去工事 
3,508㎡ 増加 

 

仮設計画の変更 

安全巡視員 2名 増加 

敷き鉄板 250㎡ 増加 

 

設計時にアスベスト含有調査が出来

ない高所部分について、工事着手後に調

査した結果、塗膜材にアスベストの含有

が確認された。その結果、アスベスト含

有材として処理・処分を行う必要が生じ

たことから、増額となる。 

その他、設計時に確認が困難であった

設計図書の施工条件と工事現場の不一

致について、設計数量が増加した結果、

増額となる。 

以上のことから、増額変更を行うもの

とする。 
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